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This study aims to predict the effects of elevated railway system in local cities. The target assumes 
all projects have been carried out by the year 2012. To measure the effect of macro and micro location 
for all projects, the macro population and employment, in the micro-effect was measured from road 
traffic and land prices. As a result, it is considered that doing projects, to be effective for the micro. 
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１． 研究の目的と背景 
連続立体交差事業の本来の目的は、道路交通の円滑化
とまちの分断化解消を解消するものである。一方で、連
続立体交差事業と一体的に面的整備も行われ、駅舎もリ
ニューアルされることから、まちの活性化に効果がある
とされている。また、今後も少子高齢化やモータリゼー
ションが進む日本において、駅を中心としたまちづくり
を推進する連続立体交差事業は、行政の施策として重要
な事業の一つとされている。 
都市計画学の観点からの連続立体交差事業を扱った研
究の全体数は少なく、十分に行われているとは言い難い。
これらの研究の多くが、大都市部のものが多く、地方都
市の研究はほとんど行われていない。道路交通の円滑化
について大都市部では顕著な問題として挙げられている
ため、その効果は明らかになっており、それは資料とし
ても多くみられる。しかし、地方都市で行われる事業に
ついては多くの面から効果が不明瞭である。 
連続立体交差事業は公共事業の中でも事業費の大きな
事業である。大都市部の比較的予算の潤沢な自治体であ
れば、費用対効果が得られるものの、表 1 に示すように
地方都市においては自治体の決算規模に対して大きいの
で、より広域的な効果発言が必要であると考えられる。
連続立体交差事業を行うと、事業地一帯の地価が上昇し、
鉄道によって分断化されたまちが一体化し、活性化され
るといわれている 1)。しかし、鉄道の本数が少ない地方
都市については遮断交通量も少なく、連続立体交差事業
を行うことによって効果があるかが不明瞭である。 
本研究では地方都市部で行われた連続立体交差事業が
その都市に与えた影響及び効果を明らかにすることを目
的とし、地方都市でこれまで行われた全事業に対してマ
クロな観点から効果測定を行う。その上で本来の目的で
ある交通問題の解消についてもその効果を測るとした。 
 
 
平均 最大 最小
北海道地方 0.228 0.368 0.022
東北地方 0.321 0.631 0.072
関東地方 0.356 0.749 0.099
中部地方 0.285 1.073 0.036
近畿地方 0.310 0.580 0.066
中国地方 0.193 0.412 0.050
四国地方 0.247 0.864 0.022
九州地方 0.180 0.671 0.011
事業費/決算規模
地方名
 
 
２． 研究方法 
（１）連続立体交差事業の効果の想定 
連続立体交差事業を実施する目的は踏切除却とまちの
分断解消を目的としており、それは実施した上で直接的
な効果として現れる。事業実施の間接的な効果としては
沿線に近い地域で現れるミクロ効果と都市全体に現れる
マクロ効果の 2 つの効果が考えられる。ミクロな効果と
は交通量や平均旅行速度の変化といった道路交通の効果、
駅表地区と駅裏地区の価値の変化、大規模建築物の建設
活動の活発化等が挙げられる 1)。マクロな効果としては、
表 1 地方別の年間決算規模に対する事業費 
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人口や就業者数といった国勢調査を通して取れる項目に
ついて効果があると考え、これらの効果について本研究
では事業実施における効果を図 1 のように想定して効果
測定を行う。 
 
 
 
 
（２）対象とする連続立体交差事業実施箇所 
本研究では 2012 年までに全国で行われた 194 箇所の
連続立体交差事業実施箇所のうち、表 2 で示した三大都
市圏を除く、地方都市で行われた 80 箇所を対象とする。
また、実施箇所の分布を図 2 に示す。 
すべての地方都市における事業箇所のうち、1973 年～
2002 年に高架切替を行った 44 事業箇所を対象とし、そ
れらの事業箇所についてマクロな効果測定を行い、高架
切替前後 10 年の増減から分類化を行う。 
次にミクロな効果測定として高架切替前後 10 年の増
減が大きい事業箇所を 11 都市選定し、その事業箇所に
ついて沿線の地価と道路交通の観点から効果測定を行う。 
 
 
北海道 7 青森県 1 茨城県 1 新潟県 2
岩手県 無 栃木県 2 富山県 1
宮城県 3 群馬県 4 石川県 2
秋田県 無 福井県 1
山形県 無 山梨県 無
福島県 無 長野県 2
静岡県 5
計
三重県 2 鳥取県 1 徳島県 1 福岡県 9
滋賀県 無 島根県 3 香川県 4 佐賀県 3
和歌山県 2 岡山県 3 愛媛県 4 長崎県 3
広島県 3 高知県 1 熊本県 1
山口県 1 大分県 4
宮崎県 3
鹿児島県 1
沖縄県 無
計 4箇所 11箇所 10箇所 24箇所
近畿地方 中国地方 四国地方 九州地方
都
道
府
県
名
関東地方 中部地方
都
道
府
県
名
7箇所 4箇所 7箇所 13箇所
北海道地方 東北地方
 
 
 
 
３． 既実施全箇所を対象とした効果測定 
（１）データの制約 
現在までに行われた連続立体交差事業に対して首都圏
の一都三県と愛知県、大阪府、京都府、兵庫県を除いた
全ての市についてマクロな観点から効果測定を行う。 
高架切替年の古い事業実施箇所も扱うため、既実施全
箇所の効果測定に用いる指標は1960年から2010年の国
勢調査とする。検討期間は高架切替年を基準に前後 10
年を 5 年間隔の 20 年間について行う。これは既存研究
として、事業が高架切替年前後 10 年間について都市に
影響を与えるとされているためである 1)。 
 既実施全箇所を対象とした効果測定で用いる指標は国
勢調査の人口及び就業者数とする。その理由として、平
成 11 年から政府主導で行われた市町村合併により、市
町村の数が大きく変化し、市単位の分析を行う際にはこ
れらの合併を考慮しなくてはならないが、多くの指標は
町村単位の取得が困難である。 
都市によっては規模が異なり、より厳密に検討を行う
には沿線の小地域の効果測定が必要となるが、町丁目人
口については、国勢調査の小地域集計が 2000 年から開
始されたため、それ以前の取得が不可能であることから
全市についての町丁目人口の検討は行わないものとする。
また、小地域の単位としてメッシュがあるが、連続立体
交差事業の影響を及ぼす範囲が鉄道路線から 500m の範
囲に影響を及ぼすことに対して、メッシュデータは範囲
が広く、不適切と考えられるため、小地域同様検討を行
わないものとする。また、沿線についてのミクロな効果
については並木ら、栗林らにより行政間の情報収集力を
活用して十分に研究が行われているため、これ以上の成
果を得ることは難しい 1) 2)。 
 従って、国勢調査の人口及び就業者数が長期間に渡っ
て、連続立体交差事業の広域的な効果測定を行う際に最
も妥当な指標だと考えられる。 
（２）マクロ効果測定の対象箇所 
 対象とする連続立体交差事業実施箇所は、地方都市で
行われた全 80 箇所のうち、高架切替年が 1973 年より古
 
 ・踏切除却 
 ・まちの分断解消 
連続立体交差事業の実施 
 
 ・交通量と平均旅行速度の変化 
 ・駅表地区と駅裏地区の地価の変化 
 ・大規模建築物の建設活動の活発化 
地域に及ぼす効果（ミクロ効果） 
 
人口、就業者数、小売業年間商品販売額等 
都市全体に及ぼす効果（マクロ効果） 
図 2 対象とする地方都市の連続立体交差事業箇所 
表 2 対象とする地方都市の連続立体交差事業箇所数 
図 1 連続立体交差事業の効果想定図 
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い事業実施箇所はマクロ効果測定を行うための指標の収
集の難しさや、比較する都市の数が少なくなるため除外
した。（2 箇所を除外）新しい事業実施箇所については
研究時点が 2012 年なので、2003 年以降に行われた事業
実施箇所は高架切替後 10 年の効果を測定できないため、
2003 年以降の事業は除外した。（34 箇所を除外） 
これらの 2 つの条件のなかで表 3 に示した高架切替年
が 1973 年から 2002 年の全 44 箇所についてマクロな観
点から人口及び就業者数について効果測定を行う。また、
その対象箇所の分布を図 3 に示す。 
 
 
地方都市
実施箇所数
（箇所）
1973年以前
実施箇所数
（箇所）
2003年以降
実施箇所数
（箇所）
効果測定
対象箇所数
（箇所）
80 2 34 44  
 
 
 
 
（３）高架切替年を基準とした前後 10 年の増減の検討 
 高架切替年時の指標について、対象都市の人口及び就
業者数の規模の大小 5 都市の全 11 都市について高架切
替前後 10 年の増減を 5 年ごとにみる。人口及び就業者
数の規模の大きい都市については、都市間の規模の差が
大きくなるため、表 4 のように高架切替年を基準 1 とし
て、高架切替前後 10 年の値を高架切替年の値で除した
もので高架切替前後 10 年の増減の比較を行う。 
 対象都市の高架切替年からその前後 10 年内に行われ
た都市を連続立体交差事業による影響がある都市として
グラフを図 4 示す。対象都市及び対象都市の高架切替年
から前後 10 年に該当する都市は赤の折れ線、対象都市
の高架切替年から前後 10 年に該当しない都市及び実施
していない都市は青の折れ線グラフとする。また、対象
都市については折れ線グラフの中で、別途表記する。 
 
 
前10年 高架切替 後10年
高架切替
前後増減
対象都市 0.765 1.000 1.134 0.369
非実施都市 0.888 1.000 1.083 0.196  
 
 
各都市の増減比較について大きく「増加」「変化なし」
「減少」の 3 分類を元に行う。対象都市と連続立体交差
事業を行っていない都市について比較を行うため、本研
究では、平均と非平均の基準を 0.05 と設定して分類を行
う。対象都市と事業を行っていない都市の増減の差が
0.05 以下なら平均、0.05 より上回っているならば非平均
として、全 5 分類で各都市について分類を行う。（表 5） 
 
 
Type3
Type4
Type2
Type1
高架切替前後10年の増減が負の値で
　対象都市と非実施都市平均の差 ＞ 0.05
高架切替前後10年の増減が負の値で
　対象都市と非実施都市平均の差 ≦ 0.05
高架切替前後10年の増減が 0.05以下
高架切替前後10年の増減が正の値で
　対象都市と非実施都市平均の差 ≦ 0.05
高架切替前後10年の増減が正の値で
　対象都市と非実施都市平均の差 ＞ 0.05
Type5
 
 
 対象都市に対して分類したものを表 6 に示す。人口規
模 30 万人以下の都市では、高架切替前後 10 年で人口及
び就業者数について減少している都市があるが、人口規
模 30 万人以上の都市では人口及び就業者数について増
加のみとなっている。変化なしとなる Type3 の都市は、
高架切替年前に増加し、その後に減少という都市が複数
あるため、高架切替年を基準として考えた場合、その指
標については減少したことになる。人口だけでなく、就
業者数についても同様のことが言える。従って、人口及
び就業者数といった指標に関しては、連続立体交差事業
による効果は小さいと考えられる。 
 
 
人口 Type1 Type2 Type3 Type4 Type5
10万以下 3都市 1都市 1都市 無 3都市
10万～30万 3都市 6都市 7都市 1都市 4都市
30万～50万 4都市 4都市 無 無 無
50万以上 3都市 4都市 無 無 無
就業者数 Type1 Type2 Type3 Type4 Type5
10万以下 2都市 2都市 1都市 無 3都市
10万～30万 2都市 6都市 11都市 無 2都市
30万～50万 2都市 6都市 無 無 無
50万以上 3都市 4都市 無 無 無  
表 5 高架切替前後 10 年の増減分類基準 
表 4 高架切替前後 10 年の増減（例：旭川市の人口） 
表 6 人口と就業者数の分類 
図 4 高架切替前後 10 年の増減（例：旭川市の人口） 
図 3 マクロ効果測定の対象箇所の分布 
表 3 マクロ効果測定の対象箇所数 
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（４）人口規模別、年代別タイプ分類 
 人口規模別と高架切替年代別の両方で分類したものを
表 7 と表 8 に示す。人口 30 万人以下の都市の人口は変
化なしの Type3 が多く、全体的には減少している。就業
者数は 30 万以下の都市について効果切替年が新しい事
例ほど大きく減少している。 
 
 
10万
未満
10万
～30万
30万
～50万
50万
以上
1970年代 Type3 Type2 Type1 Type1
1980年代 Type1 Type3 Type2 Type1
1990年代 Type3 Type3 Type1 Type1
2000年代 Type3
人口規模
高架切替年
 
 
 
10万
未満
10万
～30万
30万
～50万
50万
以上
1970年代 Type3 Type2 Type2 Type1
1980年代 Type1 Type3 Type2 Type1
1990年代 Type5 Type3 Type2 Type2
2000年代 Type5
人口規模
高架切替年
 
 
４． 代表箇所の選定 
 マクロな効果測定を行った結果、表 9 に示す増減の大
きい都市を 11 都市選定した。また、その対象箇所の分
布を図 5 に示す。上位都市が 6 都市に対して下位都市が
5 都市と実施箇所数に差があるのは、仙台市で行われた
事業が地下化の事業のため、他の事業箇所とは違った効
果があると考えられるので追加として考える。高架化を
行った事業とは効果が異なると考えられ、ミクロな効果
測定を行うものの他の事業実施箇所と分けて考える必要
がある。同じ都道府県の中で、対象箇所が 2 箇所見れる
ことからそれらの効果の違いについて見ていく。 
 
 
北海道 北海道 香川県 岡山県 群馬県 宮城県
札幌市 千歳市 丸亀市 岡山市 前橋市 仙台市
香川県 愛媛県 群馬県 新潟県 佐賀県
坂出市 今治市 桐生市 三条市 佐世保市
上位
都市
下位
都市
 
 
 
５． 代表箇所を対象とした効果測定 
（１）データの制約 
道路交通センサスから自動車類交通量、旅行速度を取
得するにあたって、鉄道路線と道路の交差箇所を確認す
る必要があり、それを確認する「踏切表 3)」の出版年が
1984 年である。従って、それ以前に実施された都市につ
いては、交差道路が不明であるため、1984 年から 2002
年で実施された都市を対象とする。また、「連続立体交
差事業の進捗状況 4)」についても交差道路の記述がある
ため、併せて交差道路の確認を行う。 
（２）地価からみた効果測定 
地価公示は国土交通省により、1970 年から調査開始さ
れており、毎年行われている。また、都市によってデー
タ数に変動があり、地点が変更される場合がある。連続
立体交差事業が地価へ影響を与える範囲は沿線から
500m の距離であるということが、既存研究により明ら
かになっている 1)。アドレスマッチングサービスを用い
て、図 6 のように GIS 上に住宅地と商業地の地価をプロ
ットし、沿線から 500m の距離にある地価公示情報から
高架切替前後 10 年の比較を行う。事業区間については、
「平成 11 年度連続立体交差事業の進捗状況表 4)」と各自
治体の事業掲載ページを元に線を引く。 
 
 
 
 
 地価の値を図 7 に示す。代表箇所の高架切替年が 1980
年～2001 年となっており、住宅地と商業地のどちらにお
いても 1990 年ごろのバブル期の影響が少なからず考え
られる。地価の効果測定は、高架切替年を基準として前
後 10 年の比較を行わず、年代の推移をみているため、
他の指標とは異なる効果測定となる。 
 
 
 図 7 年代別地価推移（商業地） 
表 8 人口規模別、年代別タイプ分類（就業者数） 
表 7 人口規模別、年代別タイプ分類（人口） 
図 6 効果測定の分析範囲と範囲内の地価（例：札幌市） 
図 5 ミクロ効果測定の対象箇所の分布 
表 9 ミクロ効果測定を行う対象箇所 
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 年代別地価推移をみても、バブルの影響が表れている
ので、図 8 に示した三大都市圏を除いた全国地価平均で
除して効果測定を行う。しかし、地価については変動が
大きく、連続立体交差事業による効果とは考えにくい。 
 
 
 
 
（３）道路交通からみた効果測定 
道路交通の効果測定に用いる全国道路交通情勢調査
（道路交通センサス）は国土交通省により 3 年から 5 年
の間隔で実施される。2010 年の道路交通センサスからデ
ータの表記が変更され、それまで道路に設置された箇所
による測定だったが、道路間で測定することに変更され、
より細かい交通データの取得が可能となった。1977 年以
前の道路交通データは各道路に分かれて表記されていな
いため、データの取得ができない。従って、1970 年の交
通データは取得不可能とする。また、1975 年の交通デー
タは 1981 年の道路交通センサスから取得できる 1977
年の交通データを使用することとする。 
自動車交通量は、過去のデータについて 24 時間交通
量が推計となっている場合や未記入であったため、長期
間取得が可能な昼間 12 時間交通量を使用する。旅行速
度は 1990 年以降の道路交通センサスから平日と休日の
2 種類があるが、平日の旅行速度を取得する。 
連続立体交差事業の事業認可規定の要件として、幹線
道路と 2 ヵ所以上、踏切 3 ヵ所以上で交差する必要があ
る。一般的に検討が必要な交差道路は交通量の多い 2 路
線であるが、本研究ではより多くの路線について効果測
定を行うため、すべての交差道路の交通データの取得を
行う。しかし、道路交通センサスで測定されている道路
種別が一般国道、主要地方道、一般地方道が長期間に渡
って取得されているため、データの取得が難しい市町村
道、その他(私道)の効果測定は行わない。 
各箇所について、交差道路を確認し道路交通センサス
の自動車類交通量（昼間 12 時間）と旅行速度混雑時平
均について効果測定を行う。事業区間については地価と
同様に「平成 11 年度連続立体交差事業の進捗状況表(4」
と各自治体の事業掲載ページを元に線を引く。交差道路
については「踏切表 3)」と現在の地図を参考に見ていく。 
各資料を元に事業区間を引き、交差道路を確認し、現
在の地図を図 9 に示すとともに、表 10 に示すように各
箇所の交差道路数を示す。 
 
 
 
 
 
上位都市 交差道路数 下位都市 交差道路数
札幌市 5 坂出市 1
千歳市 2 今治市 2
丸亀市 1 桐生市 1
岡山市 2 三条市 1
前橋市 4 佐世保市 0
仙台市 1  
 
 図 10 は札幌市を例とした、高架切替前後 10 年の自動
車類交通量と旅行速度の推移である。自動車類交通量が
全体的に増加している。各路線についてみていくと、一
般国道 5 号について自動車類交通量が増加し、高架切替
年で旅行速度は低下するが、高架切替後 10 年では回復
している。これは道路幅員の変更による旅行速度の回復
だと考えられる。 
また、他の事業実施箇所についても連続立体交差事業
を実施したことにより、交通量が増加したにも関わらず、
旅行速度の減少については大幅な減少に転じておらず、
箇所によっては、増加している場合も見られた。 
 
 
 
図 9 事業路線と交差道路の配置（例：札幌市） 
図 8 年代別対全国平均地価推移（商業地） 
図 10 交通量と旅行速度の推移（例：札幌市） 
表 10 代表箇所の交差道路数 
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 他の指標と同様に図 11,図 12のように高架切替を基準
1 として、高架切替前後 10 年の比較を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 代表箇所の高架切替前後 10 年の変化の値を表 11,表
12 に示す。上位都市のほうが高架切替以前の自動車類交
通量が多く、増加の量が少ないと考えられる。下位都市
の自動車類交通量の増加が大きい。旅行速度については
上位都市に比べて、下位都市のほうが小さいことが分か
る。また、高架切替年を基準とした場合、下位都市につ
いては変化が小さいことが分かる。 
地方都市における連続立体交差事業における道路交通
の改善については上位都市よりも下位都市のほうが効果
があることが分かった。しかし、大都市部における自動
車類交通量と旅行速度の 2 つの指標が増加するという傾
向にはならなかった。 
 
 
上位都市 2,026 -8.0 
下位都市 5,640 -0.9 
自動車類交通量
昼間12時間
旅行速度混雑時
平均（km/h）
実数
 
 
 
上位都市 0.113 -0.297 
下位都市 0.901 -0.056 
自動車類交通量
昼間12時間
旅行速度混雑時
平均（km/h）
前後10年
増減
 
６． まとめ 
本研究より得られた成果と課題を以下に示す。 
① 本研究で取り扱ったマクロな効果測定指標である
「人口」、「就業者」について、人口規模 30 万人以
下の都市であれば人口と就業者の両指標について減
少していた。特に高架切替年が新しいものほど大き
く減少していた。人口規模 30 万人以上の都市の人
口は高架切替年に限らず大きく増加していた。就業
者については、人口規模 50 万人以上の都市で大き
く増加していた。従って、連続立体交差事業の実施
による「人口」、「就業者」への影響は人口規模に
よって異なると考えられる。 
② 沿線 500m における地価について連続立体交差事業
の実施による地価の変動について、効果測定を行っ
た都市の間に明確な傾向が確認できなかった。 
③ 道路交通について、自動車類交通量に関してはいず
れの都市についても増加にあることが分かった。旅
行速度混雑時平均については、自動車類交通量の増
加に関係した減少がみられたが、減少は小さいこと
が分かった。道路交通については、自動車交通量が
増加したことで、踏切遮断時間や遠回りの解消によ
る、時間短縮便益の効果が考えられ、旅行速度につ
いては、踏切除却による旅行速度の低下が抑えられ
たということが事業実施の効果として考えられる。 
④ 鉄道による踏切遮断時間や遮断交通量を可能な限り
詳細に見ていく必要があり、それによって連続立体
交差事業の効果は変化していくと考える。また、本
研究のマクロ及びミクロ効果測定については各項目
について独立して考えているため、今後は複数の効
果測定指標を関連させて考えていく手法が必要であ
ると考える。 
⑤ 地価を用いた効果測定では、バブル期を跨る場合三
大都市圏を除いた全国地価平均で除したものを用い
た。しかし、バブルの変動は大きく指定都市と他の
地方都市の格差によってバブルの影響を除外するこ
とが難しい。今後、新しい事業箇所の効果測定をす
るにあたって、バブル期を跨がない事業箇所の効果
測定を行うことでしか解決できないと考えられる。 
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